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第６章　保安に関する情報
３.緊急時の対応

3.1 緊急時の体制

高圧ガスや危険物等を大量に扱う石油精製や石油化学の事業所では、事故の発生や地震に伴う異常事態に備えて、あらかじめ災害対策組織を編成しておく必要がある。

このような組織は会社や事業所の規模、取扱う物質の種類や量等によって異なるが、ここでは一般的な組織の編成例を表６－８に示す。

表６－８　災害対策組織の編成例
	本部・各班
	担当業務の概要

	災害対策本部
	・　災害対策組織の統括指揮

・　現地本部・各班・各組織からの情報収集・伝達および指令

・　関係官庁・報道機関への公式発表

・　本社・近隣各社・その他関連他社・共同防災組織への連絡・応援要請

・　避難命令

・　災害記録のまとめ・社員や協力企業従業員への連絡

	現地本部
	・　災害現場の状況把握

・　本部への状況報告

・　現場での消防警備班・作業班への指示

・　災害発生職場・隣接職場への指示

	消防警備班
	・　人命救助

・　火災拡大防止・火災鎮圧

・　流出拡大防止・流出の抑止

・　非常線設置・緊急車両誘導

	調査情報班
	・　本部・現地本部での情報収集および指示作業

・　資料の作成

	渉外班
	・　関係官庁および報道機関への対応

	救護班
	・　負傷者の救護・病院連絡

・　被害者の家族への連絡　

・　非常食や寝具の手配

	作業班
	・　災害現場での応急工事

・　災害活動に必要な機材の手配

	庶務班
	・　物品・資材・配車

・　資金の調達

・　地域住民対策・その他


このような緊急時の対応組織については石油コンビナート等害防止法が適用される地域については同法で対応が定められ、防災規程に詳細を記述することが規定されている。

3.2 地震予知時の体制

地震予知とは「いつ」、「どこで」、「どの程度の規模の」地震が発生するかを事前に予測することを言い、現在は駿河湾を震源とする東海地震について予知が行われ、警戒宣言が出される仕組みが出来上がっている。1978年８月「大規模地震対策特別措置法（大震法）」が制定され、東海地震が発生した場合に大規模な地震災害が発生するおそれがある地域として「地震防災対策強化地域」が指定されている。神奈川県等では警戒宣言が発せられた場合の対応について定めている。

3.3 緊急時の対応について

災害は前触れもなく突然に襲ってくるため、緊急時の対応体制はその実効性について適切に検証しておくことが重要である。事故や災害の想定は事業所によって異なり、さらに、取扱う物質や事業所内の体制・周辺の環境によっても千差万別である。したがって、機会を捉えて体制の見直しを実施することが重要である。種々の管理システムと同様に目標に向けてＰＤＣＡサイクルを回しスパイラルアップしていくことが望まれる。
即ち、

Ｐ：Plan
事業所固有の災害想定を企画しその体制を計画する

Ｄ：Do
災害想定に基づき訓練を実施する

Ｃ：Check
訓練結果に基づき体制を評価する

Ａ：Action
緊急時対応の見直しを実施する

このように、繰返し訓練を行うことにより実態に即した体制に改善していくことが

重要である。

3.4 緊急時対応のための防消火資機材

石油コンビナート等災害防止法や消防法の適用を受ける事業所では、火災・爆発・石油等の漏洩・流失その他の事故に備え、消防車等の防災資機材を常備し整備しておく必要がある。それらの防災資機材は以下のとおりである。

①消防車輌
コンビナート事業者が備えるべき消防車輌としては化学消防車（大型、甲種等）、

高所放水車（大型、普通）および泡原液搬送車等があるが、必要な保有数量は事業所の規模により定められている。

②消火薬剤

泡消火原液（蛋白質系、界面活性剤系または水成膜系）は石災法・消防法の規定量以上、粉末消火剤は高圧ガス保安法のコンビ則関係基準規定数量以上。

③その他の資機材等

流出油処理資機材：オイルフェンス、流出油処理剤（低毒性認定品）、
流出油吸着剤

応急措置用機材　：応急工具類（配管バンド、クラッシャー等）、土嚢、
シャベル等

保護具等　　　　：保護具・空気呼吸器・携帯式ガス検知器・懐中電灯・担架・
救急箱・大規模地震に備えた飲料水や非常食等

3.5 防消火活動
1)　防消火計画

火災に際しては防消火設備を有効に利用して対処する必要があり、防消火計画を立案して以下のような措置を施すことが重要である。

①設置基準に従って設置されていること。

②設備の性能、使用方法を関係者が熟知していること。

③防消火技術が研究され、教育訓練が行われていること。

④防消火資機材は、円滑に使用できるよう日常の点検整備が行われていること。

2)　保安防災点検リスト

保安４法（石災法・高圧ガス保安法・消防法・労働安全衛生法）に基づき以下の項目については点検リストを作成し、点検を実施するとともにその記録を保管しなければならない。

①特定防災施設等点検記録

②消火設備器具点検記録

③保護具点検記録

④安全設備点検記録

⑤散水設備点検記録

⑥圧力容器点検記録

⑦試験室等排気装置点検記録

⑧その他



































